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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　単一層又は複数層からなるパーツの製作中に自動積層成形装置の位置的な積層精度を判
定する方法であって、
　少なくとも一つの位置決めデバイスを用い、該位置決めデバイスと関連した第1の座標
系における積層成形装置の積層ヘッド（５４）の位置（２１０）を測定するステップ、
　積層ヘッド（５４）に対するプライ端部の位置（２１２）を決定するステップ、
　プライ端部の位置を、測定されたヘッドの位置に基づく該第1の座標系中に変換（２２
０）するステップ、　
　プライ端部の位置を、前記第1の座標系から、製作中のパーツに関連する第２座標系中
に変換（２２２）するステップ、及び
　第２座標系における実際のプライ端部の位置と、当該第２座標系において規定されたプ
ライ端部の予測位置とを比較することにより、装置の積層精度を決定するステップ
を含む方法。
【請求項２】
　プライ端部の位置を決定するステップが、
　積層ヘッド（５４）に対する位置が既知の装置内蔵式視覚システム（１２０）を作動さ
せて、製作中のパーツの表面上に、表面接線に鋭角で且つ視覚システム（１２０）に対す
る位置関係が既知の少なくとも一つのレーザ線を投射するステップ、
　投射された少なくとも一つのレーザ線の不連続性を利用して、視覚システムの座標系内
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におけるプライ端部の積層位置を決定するステップ、及び
　視覚システムの基準フレームを、製作中のパーツの表面に相関させるステップ
からなる、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　視覚システム（１２０）の基準フレームをパーツの表面に相関させるステップが、
　複数の近接センサ（１５４）の視覚システムに対する搭載位置を規定するステップ、
　前記複数の近接センサ（１５４）を利用して、パーツの表面上に、視覚システムの視野
に実質的に相関する信号を投射するステップ、及び
　製作中のパーツ上に投射された記号の位置を、前記近接センサ（１５４）の規定された
搭載位置に相関させるステップ
からなる、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　プライ端部の位置を前記第１の座標系に変換（２２２）するステップが、各レーザ線の
不連続性の三次元座標を積層ヘッドの位置に内挿するステップからなる、請求項３に記載
の方法。
【請求項５】
　前記第１の座標系における積層ヘッドの位置（２１０）を測定するステップが、
　積層成形装置の積層ヘッド（５４）に対する複数のレーザ追跡装置（１１２）の搭載位
置を規定するステップ、
　積層ヘッド（５４）と対応する各レーザ追跡装置（１１２）との間の距離を受け取るス
テップ、及び
　レーザ追跡装置（１１２）から受け取った距離を当該追跡装置の搭載位置に相関させる
ことにより、積層ヘッド（５４）の位置を決定するステップ
からなる、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　ジャイロスコープ（１５２）を利用して積層ヘッド（５４）の方向を供給するステップ
を更に含む、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　少なくとも一つのエンコーダ（１３０）、全地球測位システム、及び追跡干渉計を利用
することにより、製作中のパーツに関連するマンドレル（５２）の方向及び回転を測定す
るステップを更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　自動積層成形（ＡＦＰ）装置（１００）であって、
　ＡＦＰヘッド（５４）、
　位置決めデバイスであって、該位置決めデバイスと関連した一の座標系内における前記
ＡＦＰヘッドの位置を供給する少なくとも一つの位置決めデバイス（１１２）、及び
　前記ＡＦＰヘッド（５４）によって材料が積層されるとき、繊維材料のプライの端部の
配置を決定する視覚システム（１２０）
を備え、当該装置は、前記ＡＦＰヘッド（５４）に対する前記視覚システム（１２０）の
位置に基づいてプライの端部の位置を計算するようプログラムされており、
　さらに当該装置は、当該位置を、前記ＡＦＰヘッド（５４）に関連する座標系から、前
記装置によって製作されるパーツに関連する座標系へと変換し、製作されたパーツに関連
する該座標系における決定されたプライ端部の位置を、製作中の部品に関連する座標系に
おいて規定されたプライ端部の予測位置とを比較することにより装置の積層精度を判定す
るようにプログラムされている、装置。
【請求項９】
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが、
　各々が、前記ＡＦＰヘッド（５４）に関連する座標系内において既知の位置にある複数
の追跡デバイス、及び
　前記ＡＦＰヘッド（５４）上に搭載された複数の反射デバイス
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を備え、前記追跡デバイスが、前記反射デバイスから受け取る反射に基づいて、座標系内
における前記ＡＦＰヘッド（５４）の位置を追跡する、請求項８に記載のＡＦＰ装置（１
００）。
【請求項１０】
　前記複数の追跡装置が、それぞれの前記反射デバイスの三次元位置を供給し、前記反射
デバイスの位置が前記ＡＦＰヘッド（５４）を基準としている、請求項８に記載のＡＦＰ
装置（１００）。
【請求項１１】
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが、方向データを供給するジャイロスコープ（
１５２）を備え、前記装置が、前記ジャイロスコープ（１５２）から受け取った方向と、
前記追跡装置からのデータとを相関させることにより、前記ＡＦＰヘッド（５４）の座標
系内における位置及び方向を供給するように動作可能である、請求項９に記載のＡＦＰ装
置（１００）。
【請求項１２】
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが全地球測位システム（ＧＰＳ）を備えており
、前記装置が、前記ＧＰＳから受け取った位置と、前記追跡装置からのデータとを相関さ
せることにより、前記ＡＦＰヘッド（５４）の座標系内における位置及び方向を供給する
ように動作可能である、請求項９に記載のＡＦＰ装置（１００）。
【請求項１３】
　レーザ源を更に備えており、端部の配置を決定するために、前記レーザ源が、前記視覚
システム（１２０）に対して既知の位置関係を有する少なくとも一つのレーザ線を、前記
視覚システム（１２０）の視野の中央に投射することにより、前記視覚システム（１２０
）が、プライの端部を示す不連続性を識別することができ、前記装置が、前記不連続性の
位置を計算することができる、請求項８に記載のＡＦＰ装置（１００）。
【請求項１４】
　複数の近接センサ（１５４）を更に備えており、前記近接センサ（１５４）が、前記Ａ
ＦＰヘッド（５４）に対して既知の位置にあり、且つ前記装置により製作されるパーツ上
への前記近接センサ（１５４）からの投射が共同で、実質的に前記視覚システム（１２０
）の視野を画定するように分散している、請求項８に記載のＡＦＰ装置（１００）。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本発明は、概して、層状複合材料の製作に関し、具体的には、プライの境界及び方向の
自動検査方法とシステムに関する。
　現行の製造現場の一部では、製造者が、光学的レーザテンプレート（ＯＬＴ）を用いて
複合構造のプライの配置を１００％検査しなければならない。レーザレーダーなどの他の
大規模な測定法を使用してもよいが、ＯＬＴは現在最も効率的な検査方法である。特定の
構造では、この検査プロセスは、平均で、プライ一つにつき３０～９０分の時間を要する
。これらの構造は、６０～７０以上の個別プライを含み得る。容易に理解できるように、
このＯＬＴ検査は、本構造、場合によっては航空機の複合胴体バレルの、製作にかかる全
フロー時間の有意な部分を占める結果となる。これは、試作品製造の現場では許容可能で
あるが、製造現場では許容できないものである。製造速度が高い現場では、プライの境界
の検査作業にＯＬＴプロセスを利用することにより、工場の速度性能が大きく阻害される
。加えて、例えば複合胴体の拡張版など、複合構造が修正されるような場合、拡大された
表面に必要な精度でＯＬＴを投影できない。
【０００２】
　上述のように、ＯＬＴは現在、プライ境界及び個々のプライの方向を検査するための好
ましい方法である。各プライが、例えば積層成形装置によって配置された後、硬化マンド
レルを基準としてＯＬＴを調節し、現在製造中の複合構造の表面の上に適切なプライを投
影する。投影完了後、検査官は、投影されたプライの境界端部と、最近配置された複合プ
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ライの端部とを、目視により比較する。問題とする領域全てを測定し、やり直しを行う。
胴体バレルの全表面のような大規模構造の作業を行う場合、入射角の問題が生じる。特に
、レーザ投射とパーツ表面との間の入射角に限界があることにより、胴体の全周囲を覆う
ためには、ＯＬＴの複数の（例えば６以上の）セグメント上に完全な胴体プライを投影し
なければならない。
　上述のように、現在のＯＬＴプロセスには時間がかかる。平均で、完全な胴体パーツ用
のプライの境界及び方向の検査には３０時間以上を要し、これは高速製造の現場では許容
されない。現在のＯＬＴシステムのスループットレートが限られていることに加えて、上
述のような入射角の問題といった幾つかの技術的な限界が存在する。単一のＯＬＴがその
動作性能を超えると、パーツの交差を緩めるか、測定システムにより増補された複数のＯ
ＬＴを利用するか、又は別のプライ境界検証システムを使用しなければならない。現在、
プライ境界を検査するために、ＯＬＴより許容可能且つ費用効率的な方法はない。
【発明の概要】
【０００３】
　一態様では、複数層からなるパーツの製作中に自動積層成形装置の位置的な積層精度を
判定する方法が提供される。本方法は、一の座標系内での積層成形装置の積層ヘッドの位
置を測定するステップ、積層ヘッドに対するプライ端部の位置を決定するステップ、測定
されたヘッド位置に基づく座標系にプライ端部の位置を変換するステップ、プライ端部の
位置を、前記座標系から、製作中のパーツに関連する第２座標系に変換するステップ、並
びに製作中のパーツに関連する第２座標系におけるプライ端部の実際の位置と、当該第２
座標系において規定されたプライ端部の予測位置とを比較することにより、装置の積層精
度を判定するステップを含む。
【０００４】
　別の態様では、自動積層成形（ＡＦＰ）装置が提供される。本装置は、ＡＦＰヘッド、
座標系内におけるＡＦＰヘッドの位置を供給する少なくとも一つの位置決めデバイス、及
び視覚システムを含む。視覚システムは、ＡＦＰヘッドによって繊維材料を配置するとき
に繊維材料からなるプライの一端の配置を判定する。本装置は、ＡＦＰヘッドに対する視
覚システムの位置に基づいてプライの端部の位置を計算し、この位置を、ＡＦＰヘッドに
関連する座標系から、装置が製作するパーツの座標系に変換するようにプログラムされて
いる。
【０００５】
　また別の態様では、パーツマンドレル上に配置された繊維材料からなるプライ端部の、
座標系内における位置を決定する方法が提供される。本方法は、座標系における位置が既
知である複数の追跡デバイスを用いて積層ヘッドまでの距離を決定するステップ、慣性デ
バイスから積層ヘッドの方向を受け取るステップ、前記方向、距離、及び既知の位置に基
づいて、積層ヘッドの空間内での位置と方向とを計算するステップ、視覚システムを用い
て繊維材料の端部を識別するステップであって、視覚システムの位置が積層ヘッドの位置
に基づいているステップ、パーツマンドレルに対する視覚システムの位置方法を決定する
ステップ、並びに積層ヘッドの位置と視覚システムの方向とに基づいて、識別された端部
の位置を計算するステップを含む。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】表面公差の影響により、光学的レーザテンプレートの投影が不安定となる様子を
示す。
【図２】炭素繊維又はその他材料が周囲に積層されるマンドレルを含むプライ積層成形シ
ステムを示す。
【図３】視覚システム及びその他部品が搭載された自動積層成形（ＡＦＰ）ヘッドの拡大
図である。
【図４】ＡＦＰヘッド座標系からマンドレル（パーツ）座標系への転換を示すフローチャ
ートである。
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【発明を実施するための形態】
【０００７】
　プライの境界及び方向の検査に関する上述の問題に対処するために、本発明による方法
及びシステムの実施形態を利用して、速度能を向上させ、反復するフロー時間を短縮し、
労働時間を短縮し、未来バージョン及び様々な複合構造のプライ検査を可能にするもので
、特定の実施形態では、複合構造は胴体バレル用の構造である。
　開示される実施形態は、レーザ追跡測定デバイス又はその他の位置測定デバイスと組み
合わせた視覚システムと、自動積層成形装置によって硬化マンドレル（又はツール）上に
積層されている炭素繊維材料の位置をマッピングするためのエンコーダとを利用する。具
体的には、本システムは、ツール上における材料の配置位置を記録し、当該位置と公称材
料積層エンジニアリングデータセットとを比較することにより、製造公差外の積層領域を
示す。
【０００８】
　上述のように、現在の光学的レーザテンプレート（ＯＬＴ）プロセスは長時間を要する
。平均で３０時間以上が、胴体バレル上におけるプライの境界及び方向の検査に起因して
いる。ＯＬＴプロセスの速度的な限界に加えて、大規模構造及び製作中の構造の表面に対
するレーザ入射角に関して上述したような技術的限界も存在する。
　更に、図１は、表面公差の影響により、光学的レーザテンプレートからの入射光線の投
射が不安定であることを示している。図１は、ＯＬＴ方法の限界の一つと、硬化マンドレ
ルの表面に対する投射角を制限する必要性を更に示すものである。表面法線と入射レーザ
光の間の角度が大きくなるにつれ、材料の位置に対してマンドレル形状に関連するエラー
の可能性が高くなる。これらのエラーは、表面法線と入射光線の間の差異を制限すること
により軽減することができるが、マンドレルが回転する角度を追加して投影プロセスを反
復しなければならず、検査プロセスがさらに遅延する。
【０００９】
　図２は、マンドレル５２を含むプライ積層成形システム５０を示し、マンドレルの周囲
には、例えば炭素繊維又はその他の材料が積層される。このような材料は、自動積層成形
（ＡＦＰ）ヘッド５４からマンドレル５２上に配置される。プライの境界及び方向の自動
検査システム１００の一実施形態の特定の部品も示されている。図示の実施形態では、三
つのレーザ追跡装置１１２、１１４、及び１１６からなるレーザ追跡システム１１０、視
覚システム１２０、エンコーダ１３０（設備に応じて線形エンコーダ又は角度エンコーダ
）が組み合わされて境界検査システム１１０を形成している。随意で、ジャイロスコープ
（図２には示さない）及び／又は全地球測位システム（図示しない）を、単独で、或いは
一又は複数のレーザ追跡装置と組み合わせて使用することにより、ＡＦＰヘッド５４に関
連する位置情報を供給することができる。特定の実施形態では、ジャイロスコープ及び／
又はＧＰＳを使用することにより、必要なレーザ追跡装置の数を低減するか、又はそれら
を全て排除する。
　レーザ追跡装置１１２、１１４、及び１１６の各々は、ＡＦＰヘッド５４に搭載された
ミラー又はコーナーキューブミラーに対し、当該ミラーが常に発信元にレーザ光線を反射
を返すように、レーザ光線を投射する。基本的に、各レーザ追跡装置１１２、１１４、及
び１１６は、レーザ光線が投影されている位置における距離と角度とを、非常に精確に測
定する。各レーザ追跡装置は、ＡＦＰヘッド５４を基準とする反射地点の三次元座標系を
供給する。少なくとも三つのレーザ追跡装置と、ＡＦＰヘッド上の三つの反射地点（ミラ
ー）により、ミラーが存在する空間内に三つの点が生成され、これによりＡＦＰヘッド５
４の位置と、当該位置が回転しているか、又は上下に運動しているかを計算することがで
きる。空間内におけるレーザ標的（図３に示す）の位置、又は地点、したがってＡＦＰヘ
ッド５４の位置、又は地点は、レーザ追跡装置が占めていた空間内の地点が既知であり、
当該追跡装置によってレーザ標的までの距離及びレーザ標的からの角度が測定済みである
ことから、計算することができる。
【００１０】
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　具体的には、境界検査システム１００は、視覚システム１２０を利用して、材料プライ
の端部がマンドレル５２上に配置されるとき、ＡＦＰヘッド５４の位置に基づいて、当該
端部の配置を自動的に判定する。プライ端部の位置は、ＡＦＰヘッド５４の視覚システム
１２０から、ＡＦＰヘッド５４の位置情報を用いることにより、製作中の構造の座標系内
に変換される。この座標系は、パーツ座標系と呼ばれることもある。前記位置情報は、境
界検査システム１００に接続された測定機器（例えば、レーザ追跡システム１１０及びジ
ャイロスコープ）と、エンコーダ１３０から取得されるマンドレル回転位置とにより取得
される。
　プライ端部がパーツ座標系に転送された後、ソフトウェアを利用して、公称プライ端部
と、境界検査システム１００を用いて生成された点とを比較する。特定の実施形態では、
このような比較は合否判定試験にまとめられるか、又は定量試験が使用される。定量試験
は、位置的に許容可能な限界の外側に配置されたプライの領域を図解的に強調するために
使用される。この試験は、リアルタイムで行われるか、又は処理後最小時間で行われる。
【００１１】
　上述の境界検査システム１００を利用する一つの結果として、製品の合否判定方法が得
られ、この方法では、上述のように製作プロセスの一部（例えば、一プライ層）の完成後
にレーザを投射する視覚検査とは対照的に、自動積層成形製造の間に、カメラ、測定機器
（例えば、レーザ追跡デバイス及びジャイロスコープ）、及び分析ソフトウェアを使用す
る。境界検査システム１００を用いる検査と、現行の既存のＯＬＴ法との大きな違いは、
炭素繊維又は他の材料が積層されている間にシステム１００が動作することである。ＯＬ
Ｔ法では、基準からの偏差は通常、例えば検査のプロセスの間に、検査官によって再加工
される。しかしながら、そのような手順では、見つかった欠陥及び補正される異常は記録
されないことがある。境界検査システム１００の自動化により、全てのプライ積層が追跡
可能となる。したがって、一つ一つの異常が記録可能であり、積層技術及びプログラムの
継続的な品質向上のためのデータとして使用することができる。特定の実施形態では、欠
陥及び異常に関する情報は、ＡＦＰ装置にフィードバックすることにより、プライの補正
に利用することができ、その結果クローズドループプライ積層システムが形成される。
　次に、境界検査システム１００の個々の部品に言及する。視覚システム１２０は、一又
は複数のカメラ、近接センサ、及びレーザを含むことができ、自動積層成形装置のヘッド
５４に搭載され、単独で又は共同で、マンドレル５２上に積層される繊維材料を観察する
。視覚システムの一出力は、プライ端部が視覚システム自体と相対する位置である。
【００１２】
　レーザ追跡装置の一又は複数のコーナーキューブを含む測定機器と、ジャイロスコープ
と、全地球測位システムもＡＦＰ装置のヘッドに搭載され、ＡＦＰヘッド、及び当該ヘッ
ドに搭載された視覚システムの、製作中のパーツに関連するマンドレルに対する位置及び
方向を測定するために使用される。上記エンコーダは、パーツマンドレル５２の、レーザ
追跡装置に対する回転位置をモニタリングするために利用される。境界検査システム１０
０の個々の部品からのデータは、一組の測定点を、製作中のパーツに関連する座標系に変
換するために利用される。例えば、航空機の胴体部分について、データは航空機の座標に
変換される。
　次いでソフトウェアプログラムを利用して、これらの点の位置と、各プライの公称プラ
イ境界位置とを比較する。公称プライ境界と観測されたプライ境界との比較は、リアルタ
イムで行うことができるか、又は後処理操作の一部として行うことができる。つまり、境
界検査システム１００は、硬化マンドレル５２上に材料が配置されている位置を測定し、
それらの測定値をパーツ座標に変換し、それらの測定値と公称エンジニアリングパーツ定
義とを比較することができる。
【００１３】
　図３は、自動積層成形（ＡＦＰ）ヘッド５４の一実施形態の拡大図である。図示のよう
に、ヘッド５４には、視覚システム１２０、レーザ標的１５０（本明細書では、ミラー、
反射デバイス、又はコーナーキューブということもある）、上述のジャイロスコープ１５
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２、及び視覚システム１２０上又は同システム近傍に取り付けられた複数の近接センサ１
５４が搭載される。少なくとも一つの実施形態では、レーザ標的がＡＦＰヘッド５４上に
位置することにより、当該ヘッド５４が回転して標的が閉鎖されると、レーザ追跡装置は
他の標的１５０に切換えることができる。
　種々の実施形態において、視覚システム１２０は、一又は複数のレーザ線を投射するこ
とができる。いずれの実施形態でも、製作中のパーツの表面に対するレーザの投射は、表
面の法線に対して入射角を持つ。表面の高さに何らかの変化があると、視覚システム１２
０の観点から不連続性が生まれる。このような不連続性は、視覚システム１２０に対して
既知の位置関係を有する。レーザの投射線における不連続性を利用して、回転するマンド
レル５２上に積層されているプライ端部の位置が、視覚システム１２０の基準の枠内に収
まるかどうかが決定される。視覚システムの基準枠をパーツ表面に相関させるために、相
対的な距離及び方向が変わりうるので、複数の近接センサ１５４を使用してレーザ点を投
射する。一実施形態において、前記レーザ点は、視覚システム１２０の視野の四隅にほぼ
相関する。四つのレーザ点が存在すること、又はそれらが視野の四隅に位置することは必
須ではない。例えば、視覚システム１２０の視野内のいずれかの地点に三つ以上のレーザ
点を投射して利用する実施形態を、表面の画定に利用できる。視覚システムの視野内のこ
れらのレーザ点の位置を、これらのセンサの既知の投射位置と、これらのセンサの各々に
よる距離の読み出しとに相関させることにより、三次元座標位置を内挿して各レーザ線の
不連続性を求めることができる。このような相関関係により、ＡＦＰヘッド５４に対する
プライ端部位置の三次元座標系が生成される。
【００１４】
　ジャイロスコープ１５２とレーザ追跡装置１１２、１１４、及び１１６（図２参照）か
らなるシステムによって決定されたＡＦＰヘッド５４の既知の位置を用いて、プライ端部
の三次元位置を、ジャイロスコープ１５２に関連する座標内に変換することができる。こ
の測定システムを完成させるために、エンコーダ１３０（図２参照）のような、マンドレ
ルの位置及び回転の測定値を供給するデバイスが提供される。回転するマンドレルの座標
を追跡装置の座標に関連する座標に変換するには二段階のプロセスを要する。第１のステ
ップでは、追跡干渉計により既知の回転角度におけるマンドレルの方向を測定し、第２の
ステップでは、エンコーダ１３０によりマンドレル５２の方向を測定する。
　ＡＦＰヘッドの座標からパーツ座標への変換は、ＡＦＰヘッドから追跡装置の座標へ、
次いで追跡装置の座標からマンドレル（又はパーツ）の座標へ、という基本的に二つの変
換である。ＡＦＰヘッド５４の位置が変化してマンドレル５２が回転するとき、アルゴリ
ズムがパーツの座標を計算する。追跡装置によって測定される初期マンドレル方向の静的
パラメータが存在し、当該パラメータはこの関数に代入される。このようにして、視覚シ
ステム１２０によって記録された測定値はパーツ座標に変換される。
【００１５】
　プライ端部がパーツ座標系において規定された後、実際の位置とエンジニアリング上の
公称位置とを直接比較する。例えば一又は複数のコンピュータ支援設計（ＣＡＤ）ファイ
ルにより規定された公称位置と測定データとを比較する一の方法は、点と、これらの点と
交差するパーツの外側モールド線に垂直なベクトルとによって積層の隅を規定することで
ある。測定された点は、二つのベクトルの間の平面と比較される。測定は、積層プロセス
を検証するための第三者によるソフトウェアを用いて行うこともできる。
　ＣＡＤモデルに対して単純な輪郭線上のプライ端部の位置を分析するソフトウェアが、
一実施形態に含まれる。モデル内のプライの点におけるＣＡＤ情報を外側モールド線に基
づいて使用し、法線ベクトルと組み合わせる。プライ端部上の測定点から隣接する二つの
法線ベクトル間に形成される平面までの距離を検査することにより、当該測定点をその公
称位置と比較する。このような分析により、マンドレル５２の材料の圧密度のばらつき及
び半径誤差に起因する半径のばらつきが排除される。
【００１６】
　図４は、ＡＦＰヘッドの座標からマンドレル（パーツ）の座標系への一変換方法を示す
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ことによりシステム１００の動作を更に説明するフローチャート２００である。
　マンドレル５２上の標準点を測定し２０２、その後ＡＦＰヘッド５４の動きをモニタリ
ング又は追跡し、マンドレルの回転角度を決定する２０４。変換により、追跡システム（
レーザ、ジャイロスコープ、ＧＰＳ、又はこれらのいずれかの組み合わせ）に対するマン
ドレルの方向を計算する２０６。
【００１７】
　ボックス２０８に示すように、空間内におけるｘ、ｙ、ｚの位置および空間内における
そのｉ、j、ｋ、即ち回転方向を知るために、任意の本体上に少なくとも三つの点が必要
である。図２の三つのレーザ追跡装置１１２、１１４、及び１１６と、それら各々のコー
ナーキューブとを利用する実施形態は、ＡＦＰヘッド５４の位置及び方向を計算するため
に利用される。具体的には、対応するレーザ追跡装置により各コーナーキューブの位置を
測定し２１０、ＡＦＰヘッドに対するコーナーキューブの所定の既知の位置、ｘ、ｙ、ｚ
位置及びＡＦＰヘッド５４に関するそのｉ、ｊ、ｋ方向を計算する２１２。別の実施形態
では、ジャイロスコープの読み取りではなく、三つのレーザ追跡装置１１２、１１４、及
び１１６によって規定される点の読み取りを用いて、ピッチ、ヨー、及び回転を計算する
ことができる。
　別の実施形態では、ジャイロスコープ１５２の精度により、一のレーザ追跡装置とジャ
イロスコープ１５２だけを用いて、ＡＦＰヘッド５４の位置を計算することができる。し
たがって、ジャイロスコープ１５２を含む実施形態では、ピッチ、ヨー、及び回転の測定
も行われ２１４、一又は二つのレーザ追跡装置の必要性が排除される。図４のフローチャ
ート２００は、コーナーキューブベクトル及び追跡装置をチェックして、コーナーキュー
ブに対して追跡装置を更に適切な角度で（入射角が小さくなるように）方向付けることを
考慮している。
【００１８】
　動作中のコーナーキューブレーザ標的１５０のｘ、ｙ、及びｚを補正する２１８とき、
補正、又は補償は、入射角に基づいて行う。レーザ標的１５０は、固体のコーナーキュー
ブでも、ジンバル付きコーナーキューブでもよいことに注意されたい。ＡＦＰヘッド５４
の上記の位置は、レーザ追跡システムに関連する座標系において供給され２２０、材料が
その上に積層されるマンドレル５２に関連する座標に変換される２２２。空間内における
ＡＦＰヘッド５４の位置と、視覚システムに対する繊維の配置位置を供給する２２４ＡＦ
Ｐヘッド５４上に搭載された視覚システム１２０とにより、これら二つの情報を利用して
、空間内における繊維材料の積層位置を決定することができる。つまり、材料が積層され
ている位置が確かであれば、点検及び／又は検査をランダムに行うことができるか、恐ら
くは排除できる。
　上述のように、データ処理の後、レーザ追跡装置１１２、１１４、及び１１６の各々は
三次元座標（ｘ、ｙ、ｚの位置）と方向（ｉ、ｊ、ｋ方向）を出力する。これらの出力を
コンパイルすることにより、ＡＦＰヘッド５４の位置を計算することができる。視覚シス
テム１２０に関し、個々のカメラにより、繊維が積層されている領域の二次元画像が提供
される。これらの二次元画像と、ＡＦＰヘッド５４内の視覚システムの位置とを用いて、
プライ端部の配置位置の三次元座標を計算することができる。
【００１９】
　具体的には、近接センサを用いてプライ端部の座標を決定する。この近接センサは、一
実施形態では小規模レーザ距離測定装置である。上述のように、二次元画像の各隅の近接
センサの一つにより、投射された各レーザ点の視覚システムからの距離を決定することが
できる。四つの点の距離から、マンドレル表面を平面とみなし、前記四点に基づく位置を
内挿することができる。
　表面の二次元画像に基づいて更に説明すると、画像中の表面が視覚システム１２０に完
全に垂直であるか、又は角度をなして傾いているか、或いは合成された角度で傾いている
かは明らかでない。上記情報によって視点から画像の各隅までの距離が供給されることに
より、その表面の、視覚システム１２０に対する角度又は位置を計算することができる。
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二次元画像と、四つの近接センサからの距離の情報とを利用することにより、当該平面が
視覚システム１２０に対してどこに、又はどのように方向に付けられているかについての
情報が供給される。
【００２０】
　一実施形態では、視覚システムの視野の中央に平行なレーザ線を投射し、プライの端部
を示すレーザの不連続性を識別するために利用する。特に、レーザ光線は、プライの端部
において不連続である。開示される実施形態では、プライ表面に対して角度をなすレーザ
線を投射することにより、（プライの繊維材料の適用により）その表面の高さが変化する
ときにレーザ線が不連続となる。視覚システム１２０により供給されるデータと共にアル
ゴリズムを使用して、レーザ線の不連続が生じるデータ内のピクセル位置を判定する。上
述の位置決定と併せて、不連続の生じる位置を計算することが可能であり、これにより、
マンドレル５２に積層されるプライの端部の位置を計算することができる。
　実際には、繊維材料のプライを適用する間に、視覚システム１２０により一秒間に３０
回程度の画像取得が行われる結果、プライの積層位置に関係なく、端部の点群の集積又は
複数の端部点位置が得られ、これを公称又はエンジニアリング規定と比較することにより
、材料プライの端部位置を確認することができる。
【００２１】
　本明細書に開示されるプライ境界及び方向の自動検査システム１００に関連して節約さ
れる費用は有意なものである。上述のように、一つの胴体部分につき、プライの境界及び
方向の検査だけで約３０～４０時間が費やされている。製造プロセスからこのようなフロ
ー時間を排除することにより、自動積層成形に関連する生産速度能は著しく向上する。そ
の結果フロー時間を短縮することができ、これにより追加的な自動積層成形装置と、特定
の生産速度を維持するための速度ツールとを排除し、且つ顧客への製作済みパーツの納入
に遅延が生じる危険を低減することができる。加えて、本明細書に記載されるシステム１
００のような適格な自動検査システムは、全ての製造偏差を文書化及び記録すると同時に
、パーツ品質も改善する。
　自動積層成形パーツ検査に対する上述の解決法は、必要な計算を行うために要するフロ
ー時間を短縮することにより、現行の手動による検査方法を改善するものである。このよ
うな検査システムにより、複合パーツ製造プログラムは、製造されるパーツの大きさの包
絡線を拡大することができ、その際には、一般に重量の増大とパーツのばらつきを招くパ
ーツ交差を広げることがない。システム１００はさらに、ＡＦＰ装置の制御装置と共に動
作することで、プライが積層される位置を検査するだけでなく、リアルタイムフィードバ
ックループを介した動作の間に、ＡＦＰ装置の積層精度に生じるすべてのエラーを補正す
ることができる。したがって、システム１００は、製作中のパーツの欠陥を自動的に探す
だけでなく、製作中のパーツについてＣＡＤファイルに規定されたプライ境界からのプラ
イ層の逸脱を低減する。
【００２２】
　　種々の特定の実施形態の観点から本発明について説明したが、当業者であれば、請求
の範囲及び精神の範囲内で、本発明に変更が可能であることが分かるであろう。
　また、本発明は以下に記載する態様を含む。
（態様１）
　単一層又は複数層からなるパーツの製作中に自動積層成形装置の位置的な積層精度を判
定する方法であって、
　座標系における積層成形装置の積層ヘッドの位置を測定するステップ、
　積層ヘッドに対するプライ端部の位置を決定するステップ、
　プライ端部の位置を、測定されたヘッドの位置に基づく座標系中に変換するステップ、
　プライ端部の位置を、前記座標系から、製作中のパーツに関連する第２座標系中に変換
するステップ、及び
　製作中のパーツに関連する第２座標系における実際のプライ端部の位置と、当該第２座
標系において規定されたプライ端部の予測位置とを比較することにより、装置の積層精度
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を決定するステップ
を含む方法。
（態様２）
　プライ端部の位置を決定するステップが、
　積層ヘッドに対する位置が既知の装置内蔵式視覚システムを作動させて、製作中のパー
ツの表面上に、表面接線に鋭角で且つ視覚システムに対する位置関係が既知の少なくとも
一つのレーザ線を投射するステップ、
　投射された少なくとも一つのレーザ線の不連続性を利用して、視覚システムの座標系内
におけるプライ端部の積層位置を決定するステップ、及び
　視覚システムの基準フレームを、製作中のパーツの表面に相関させるステップ
からなる、態様１に記載の方法。
（態様３）
　視覚システムの基準フレームをパーツの表面に相関させるステップが、
　複数の近接センサの視覚システムに対する搭載位置を規定するステップ、
　前記複数の近接センサを利用して、パーツの表面上に、視覚システムの視野に実質的に
相関する信号を投射するステップ、及び
　製作中のパーツ上に投射された記号の位置を、前記近接センサの規定された搭載位置に
相関させるステップ
からなる、態様２に記載の方法。
（態様４）
　プライ端部の位置を独立した座標系に変換するステップが、各レーザ線の不連続性の三
次元座標を積層ヘッドの位置に内挿するステップからなる、態様３に記載の方法。
（態様５）
　独立した座標系における積層ヘッドの位置を測定するステップが、
　積層成形装置の積層ヘッドに対する複数のレーザ追跡装置の搭載位置を規定するステッ
プ、
　積層ヘッドと対応する各レーザ追跡装置との間の距離を受け取るステップ、及び
　レーザ追跡装置から受け取った距離を当該追跡装置の搭載位置に相関させることにより
、積層ヘッドの位置を決定するステップ
からなる、態様１に記載の方法。
（態様６）
　ジャイロスコープを利用して積層ヘッドの方向を供給するステップを更に含む、態様５
に記載の方法。
（態様７）
　少なくとも一つのエンコーダ、全地球測位システム、及び追跡干渉計を利用することに
より、製作中のパーツに関連するマンドレルの方向及び回転を測定するステップを更に含
む、態様１に記載の方法。
（態様８）
　自動積層成形（ＡＦＰ）装置であって、
　ＡＦＰヘッド、
　一の座標系内における前記ＡＦＰヘッドの位置を供給する少なくとも一つの位置決めデ
バイス、及び
　前記ＡＦＰヘッドによって材料が積層されるとき、繊維材料のプライの端部の配置を決
定する視覚システム
を備え、前記ＡＦＰヘッドに対する前記視覚システムの位置に基づいてプライの端部の位
置を計算し、当該位置を、前記ＡＦＰヘッドに関連する座標系から、前記装置によって製
作されるパーツに関連する座標系へと変換するようにプログラムされている、装置。
（態様９）
　さらに、製作されるパーツに関連する座標系において決定されたプライ端部の位置と、
製作中のパーツに関連する座標系において規定されたプライ端部の予測位置とを比較する
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ことにより、装置の積層精度を判定する、態様８に記載のＡＦＰ装置。
（態様１０）
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが、
　各々が、前記ＡＦＰヘッドに関連する座標系内において既知の位置にある複数の追跡デ
バイス、及び
　前記ＡＦＰヘッド上に搭載された複数の反射デバイス
を備え、前記追跡デバイスが、前記反射デバイスから受け取る反射に基づいて、座標系内
における前記ＡＦＰヘッドの位置を追跡する、態様８に記載のＡＦＰ装置。
（態様１１）
　前記複数の追跡装置が、それぞれの前記反射デバイスの三次元位置を供給し、前記反射
デバイスの位置が前記ＡＦＰヘッドを基準としている、態様８に記載のＡＦＰ装置。
（態様１２）
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが、方向データを供給するジャイロスコープを
備え、前記装置が、前記ジャイロスコープから受け取った方向と、前記追跡装置からのデ
ータとを相関させることにより、前記ＡＦＰヘッドの座標系内における位置及び方向を供
給するように動作可能である、態様１０に記載のＡＦＰ装置。
（態様１３）
　前記少なくとも一つの位置決めデバイスが全地球測位システム（ＧＰＳ）を備えており
、前記装置が、前記ＧＰＳから受け取った位置と、前記追跡装置からのデータとを相関さ
せることにより、前記ＡＦＰヘッドの座標系内における位置及び方向を供給するように動
作可能である、態様１０に記載のＡＦＰ装置。
（態様１４）
　レーザ源を更に備えており、端部の配置を決定するために、前記レーザ源が、前記視覚
システムに対して既知の位置関係を有する少なくとも一つのレーザ線を、前記視覚システ
ムの視野の中央に投射することにより、前記視覚システムが、プライの端部を示す不連続
性を識別することができ、前記装置が、前記不連続性の位置を計算することができる、態
様８に記載のＡＦＰ装置。
（態様１５）
　複数の近接センサを更に備えており、前記近接センサが、前記ＡＦＰヘッドに対して既
知の位置にあり、且つ前記装置により製作されるパーツ上への前記近接センサからの投射
が共同で、実質的に前記視覚システムの視野を画定するように分散している、態様８に記
載のＡＦＰ装置。
（態様１６）
　前記近接センサの各々から距離測定値を受け取り、前記視覚システムに対して既知の位
置関係を有する少なくとも一つのレーザ線を前記視覚システムの視野の中央に投射するレ
ーザ源を更に備えていることにより、前記視覚システムによる、プライの端部を示す不連
続性の識別を可能にする装置であって、更に、
　前記近接センサの各々に既知の位置に距離を相関させ、
　前記ＡＦＰヘッドに対する各レーザ線の不連続性の三次元座標位置を内挿する、
態様１５に記載のＡＦＰ装置。
（態様１７）
　関連するパーツマンドレルに対する前記ＡＦＰヘッドの位置を測定する、態様１４に記
載のＡＦＰ装置。
（態様１８）
　前記複数のレーザ追跡デバイスに対するパーツに関連するマンドレルの回転位置につい
てのデータを出力するエンコーダを更に備える、態様８に記載のＡＦＰ装置。
（態様１９）
　パーツマンドレル上に積層される繊維材料のプライ端部の、一座標系における位置を判
定する方法であって、
　前記座標系内に既知の位置を有する複数の追跡デバイスを利用して、積層ヘッドまでの
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　慣性デバイスから積層ヘッドの回転を受け取るステップ、
　前記方向、距離、及び既知の位置に基づいて、積層ヘッドの空間内における位置及び方
向を計算するステップ、
　視覚システムを利用して繊維材料の端部を識別するステップであって、視覚システムの
位置が積層ヘッドの位置に基づいているステップ、
　パーツマンドレルに対する視覚システムの方向を決定するステップ、及び
　積層ヘッドの位置及び視覚システムの方向に基づいて、識別された端部の位置を計算す
るステップ
を含む方法。
（態様２０）
　積層ヘッドまでの距離を決定するステップが、対応する反射デバイスまでの距離を測定
するステップからなり、積層ヘッドに対する反射デバイスの位置が既知である、態様１９
に記載の方法。
（態様２１）
　積層ヘッドの方向を受け取るステップが、ジャイロスコープからピッチ、ロール及びヨ
ーのデータを受け取るステップからなり、積層ヘッドに対するジャイロスコープの位置が
既知である、態様１９に記載の方法。
（態様２２）
　前記複数のレーザ追跡デバイスに対するパーツマンドレルの回転位置を受け取るステッ
プを更に含む、態様１９に記載の方法。
（態様２３）
　パーツマンドレルに対する視覚システムの方向を決定するステップが、
　積層ヘッドに対して既知の位置に分散した複数のセンサを利用して、パーツマンドレル
までの距離を測定するステップであって、視覚システムの視野内にセンサから投射が行わ
れるステップ、及び
　積層ヘッドに対し、識別された端部の三次元座標位置を内挿するステップ
からなる、態様１９に記載の方法。
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